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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．建設業法違反等行為事例と留意点
～相談の多い違反行為等事例から～
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１．支払期日超過（建設業法２４条の３、６）

□事 例
①発注者（施主）から元請に対して、完成代金の
支払いがなされてから１月を超え、なお、 １次
下請に完成代金が支払われていない

②１次下請（※）から元請に対して、工事完成による
工事完成物の引渡し申出を行った日から５０日
を経過しても完成代金の支払がない

（※特定又は資本金４千万未満除く）

問題点

〇元請→１次下請に対して支払遅延があれば、
２次・３次・技能者へ支払遅延が連鎖する可能性

〇元請（支払義務者）は、以下の点に留意すること
・発注者からの支払日及び下請からの引渡し申
出日を適切に管理すること
・業法上の支払期日と自社の支払スパン（※）を
意識すること
（※支払スパン例；月末締めの翌々月末日払い）

注意

R5.10関東地方整備局
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２．やり直し工事費用の押し付け（建設業法18条、19条２項、19条の３）

□事 例

元請は、施工上の不出来を理由に、下請

に対して、一方的に工事のやり直しをさせ

るとともに、その費用を負担させた

問題点

〇契約当事者は、あくまで対等な立場であり、双方
が信義に従い契約を履行する義務を負う（業法
１８条）ところ、元請が一方的に下請に責任を負
わせ費用を負担させた

〇元請は、以下の点に留意すること
・やり直し工事の必要性は客観的に判断すべき
・下請にその責めがあると考えられる場合は、そ
の理由を当該下請にしっかりと説明すること
・双方納得がいかない場合は、契約条項に基づ
き紛争審査会に判断を委ねることも解決の１つ

注意

R5.10関東地方整備局
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３．見積内容が不明確（建設業法20条４項、２０条の２）

□事 例

見積依頼内容及び見積書において、その

内訳が明示されておらず、契約金額に諸経

費や法定福利費が含まれているか不明

問題点

〇もともと、契約金額の内訳が書面で明示されて
いないことから、工事完了後の完成代金請求の
段階になって、金額の争いが生じた

〇契約当事者は、以下の点に留意すること
・書面明示がないと、それを証明することは困難
・事後の争い防止のため、契約額の内訳は着工
前にあらかじめ双方で確認し合意しておくこと
・諸経費の内訳や法定福利費も見積書等で明示
しておくこと

注意

R5.10関東地方整備局
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４．口頭契約（建設業法１８条、１９条１項、１９条の３、２０条１項）

□事 例（口頭契約により問題発生）

①施工後に金額折衝し、折り合わずトラブル

②支払の段階になって、元請が予算オーバーと

して減額の申し出

③施工範囲や工期が不明確

④支払条件の約定がないため支払期日が不明

問題点
〇口頭契約は ・支払いトラブルの主な原因となる

・契約内容の証明が困難である
・下請側が不利となることが多い

〇契約当事者は、以下の点に留意すること
・着工前に書面契約締結を遵守
・発注者側は、契約当事者の下請のみならず、
その下請への影響も考慮すべきであること
・受注者側は、口頭契約は、相当のリスクを負う
という認識をもって対応にあたること

注意

R5.10関東地方整備局
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５．赤伝処理（建設業法１８条、１９条、１９条の３、２０条４項）

□事 例

①下請の施工上の出来形が良くないとして、他社に施

工させた手直し工事費用を、請負代金額から一方的

に差し引き

②書面にて合意がないにも関わらず、下請から完成

代金の５％を一律差し引いた

問題点

〇いずれも、差し引く側が相手方に、差し引きに
ついて書面で合意を得ていない。

〇発注者側は、以下の点に留意すること
・下請の工事代金から差引きを行う場合は、事前
に当該下請にその内容等について説明し、書面
にて合意を得ること
・差引きの原因が、下請の施工上の不出来に関
わるものであれば、その責任の所在についても
説明のうえ、事前に双方で合意しておくこと

注意

R5.10関東地方整備局
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６．無許可業者との下請契約（建設業法３条１項、２８条１項６号）

□事 例

大臣許可業者である元請は、無許可業

者と軽微な建設工事の範囲を超える請

負金額をもって下請契約を締結

問題点

〇元請は、当該無許可業者との契約を２本に分け、
それぞれが５００万円を超えないようにしていた

〇契約当事者は、以下の点に留意すること
・業法違反を免れるために契約を分けても、一般
に、そこは実態で判断される
・発注者側は下請予定業者の許可の取得状況
について、事前に確認しておくこと
・当初契約時点で５００万円を超えていなくても、
変更契約で超えれば業法違反の可能性

注意

R5.10関東地方整備局



※ ～近隣住民からの苦情（通報）～

□事 例

①建設業標識の未掲示（工事現場）

②施工による騒音・振動

③違法（迷惑）駐車

④施工現場の安全管理が不十分

⑤境界を越境した無断施工

問題点

〇近隣住民からの通報の背景には、近隣住民と
施工者間で、意思疎通が図れていないケースが
多い

〇施工者側は、以下の点に留意すること
・建設業法はもちろん、騒音規制法等の関係法令
を遵守するとともに、施工にあたり近隣住民から
申し出があった場合は、真摯に説明等を行うこと
・特定元請は、施工体系上、全ての下請に対して
業法等違反がないよう指導に努めねばならない

注意

R5.10関東地方整備局
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※ ～近隣住民からの苦情（通報）～
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国土交通省HPより

R5.10関東地方整備局



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．建設業の働き方改革の推進
～罰則付き時間外労働規制適用を踏まえて～
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○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 479万人（R4）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 37万人（R4）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  302万人（R4）

○ 建設業就業者は、55歳以上が35.9％、29歳以下が11.7%と高
齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和３年と比較して
55歳以上が1万人増加（29歳以下は2万人減少）。

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

建設業就業者の現状

(万人）
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年齢階層別の建設技能者数
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建設産業における働き方の現状 （参考）
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見直しの内容「労働基準法」（平成30年６月成立）
罰則：使用者に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

原則 （１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長
が可能（労基法３３条）

３６協定
の限度

・原則、①月45時間 かつ ②年360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
③ 年 720時間（月平均６０時間）
〇 年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの
出来ない上限を設定
④a. ２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日労働を含む）
④b. 単月 100時間未満（休日労働を含む）
④c. 原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

※災害の復旧・復興の事業には、④a、bは適用されません。

○労働基準法の改正により、時間外労働規制を見直し
○違反した場合、使用者に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金
○大手企業は平成３１年４月から、中小企業は令和２年４月から適用
⇒建設業は令和６年４月から適用

建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）

14



新･担い手３法（品確法と建設業法･入契法の一体的改正）について（令和元年６月成立）
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○ 令和元年の公共工事品確法・建設業法・入札契約適正化法一体改正を踏まえ、中央建設業審議会において、「工期に関する基
準」を作成・勧告（令和２年７月）。

○ 直轄工事に加え、地方公共団体発注工事においても、「工期に関する基準」を踏まえ、週休２日の確保等を考慮するとともに、その
場合に必要となる労務費等を請負代金に適切に反映すること等について要請等を実施。

○ 民間工事についても、「工期に関する基準」作成時に、適正な工期が設定されるよう、関係省庁等を通じて働きかけを実施。

工期に関する基準

〇 適正な工期の設定や見積りにあたり発注者及び受注者（下請負人を含む）が考慮すべき事項の集合体であり、建設工事におい
て適正な工期を確保するための基準。
第２章 工期全般にわたって考慮すべき事項
・週休２日の確保

（前略）建設業に携わる全ての人にとって建設業をより魅力的なものとしていくためには、他産業と同じように、建設業の担い手一人ひとりが週
休２日（４週８休）を確保できるようにしていくことが重要である。

（令和２年７月 中央建設業審議会作成・勧告）

公共工事に関する取組 民間工事に関する取組

○ 民間工事における工期設定の状況や週休２日の
確保の状況等について実態調査を実施。また、好事
例集の公表等を通じて、周知・啓発を実施。

○ 直轄工事では週休２日工事、週休２日交代制モデル工事を順次拡大。
国交省直轄工事では令和5年度には原則として全ての工事で発注者指定方
式により週休２日を確保することを目指して取組を順次拡大。

○ 地方公共団体に対し、週休２日の確保を考慮した適正な工期の設
定に努めることや、必要となる労務費や現場管理費等を請負代金に適切
に反映すること等について要請。

○ 週休２日工事を実施している地方公共団体数は着実に増加し、
全ての都道府県・政令市（計67団体）で実施。

適正な工期設定

○ 厚生労働省主催の会議や経団連での講演、民間
発注者に対するモニタリング調査等、様々な機会を通
じて、適正な工期設定や週休２日の確保について
働きかけを実施。
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上限規制

労
働
基
準
法
違
反

 改正建設業法第１９条の５の規定の主旨（建設業就業者の長時間労働の是正）を踏まえた
適切な運用を確保するためには、「著しく短い工期」の判断に際しては、単に定量的な
期間の短さに着目するのではなく、「工期短縮が長時間労働などの不適正な状態を生じ
させているか」に着目することが必要。

 このため、「通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間」とは、単に定量的に
短い期間を指すのではなく、 「建設工事の工期に関する基準」（令和２年７月２０日、
中央建設業審議会 勧告） 等に照らして不適正に短く設定された期間をいう。

通常必要と認められる期間に比して著しく短い期間

 建設工事の工期は、施工環境・施工技術・労働者数等の様々な要素の影響を受けるが、
時間外労働時間との関係において、その他の要素を一定とすると、右の図のように短い
工期と長時間労働には相関関係がある。

 特に、令和６年４月からは、建設業についても、時間外労働時間の上限規制の適用を受
けるため、当該上限規制以上の時間外労働は、労働基準法違反となる。

短い工期と長時間労働の関係

【工期と長時間労働の関係】

時間外労働時間

工
期

長

長

短

短 時間外労働時間

工
期

【工期と長時間労働の関係】
（令和６年４月～）

長

長

• 建設業法第１９条の５では、「注文者は、その注文した建設工事を施工するために通常必要と認められる期間に比し

て著しく短い期間を工期とする請負契約を締結してはならない。」ことを規定。

• この規定が設けられた主旨は、建設業就業者の長時間労働を是正することにあり、そのためには、適正な工期設定を

行う必要があることから、通常必要と認められる期間と比して著しく短い期間を工期とする建設工事の請負契約を禁

止するもの。

著しく短い工期の禁止 （建設業法第１９条の５）
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罰則付き時間外労働規制に対する国交省の取組
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受発注者間・元請下請間・１次下請２次下請間の取引状況について、モニタリング調査を実施
技能労働者の賃金水準の上昇を図るためには、適正な請負代金での契約締結が重要であることから、標準見積書の活用や見積りの協議、代金支払（労務費相当分の現金払い
を含む。）、資機材の価格高騰を受けた対応の状況等についてモニタリング調査を行う。とりわけ、令和６年４月から罰則付きの時間外労働の上限規制が建設業に適用され
ることを踏まえ、適正な工期の確保に重点を置きつつ、モニタリング調査を行い、受発注者に対して必要な注意喚起等を行う。

● 工期特化モニタリング調査（厚生労働省との連携）
工期設定の考慮具合の確認、過去の同種類似工事実績との比較、工期の見積り内容の精査、時間外労働の状況確認など工期に特化したモニタリング調査を実施する。
また、このモニタリング調査に厚生労働省の労働基準監督署が同行し、同署から罰則付きの時間外労働の上限規制の周知等訪問支援を行うことにより長時間労働の是正に
向けた自主的な改善を促す。

地方整備局等に設置する建設業法令遵守推進本部は、平成１９年度の創設以来、元請負人と下請負人との対等な関係の構築及び公正かつ

透明な取引の実現を図るため、建設業に係る法令遵守に向けた取組を行っている。

活動趣旨

建設業法令遵守推進本部の活動方針 ［令和５年度］

１．各種相談窓口における法令遵守情報の収集等

駆け込みホットライン等重要な情報収集窓口の積極的な活用を促すため、講習会や意見交換会等の様々な機会を活用し、各種相談窓口の周知に努める。

２．立入検査等の実施

元請・下請の対等な関係の構築及び公正・透明な取引の実現を図るため、立入検査等を実施し、必要に応じて注意喚起・指導監督等を行い、法令遵守、請負契約の適正化に
向けた取組を促す。

３．建設業の法令遵守に関する周知

「建設業法令遵守ガイドライン」等、建設業の法令遵守に関する取り組みを様々な機会を捉えて周知を図る。
４．建設業取引適正化推進期間の実施等

令和元年度以前は11月を、令和２年度以降は10～12月を推進期間に位置付け、建設業の法令遵守に向けた普及・啓発を図る。
５．関係機関との連携

都道府県・関係省庁との間では、建設業法令遵守に関する立入検査等の実施や、講習会・研修会等の合同開催、各種相談窓口の周知など、その連携強化に努める。
とりわけ、来年度から建設業に罰則付きの時間外労働の上限規制が適用されることを踏まえ、厚生労働省の都道府県労働局や労働基準監督署と連携し、「建設業関係労働
時間削減推進協議会」へ参加するなど積極的な対応を図る。
建設関係団体等との間では、積極的に情報・意見の交換を行うほか、建設業法令遵守に関する講習会・研修会等の合同開催や講師を派遣する等の対応に努める。

６．その他

元請・下請間におけるトラブルや苦情相談等に応じられる「建設業取引適正化センター」について、あらゆる機会を通じ、一層周知する。

具体的方針

重点項目

今年度の重点項目
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重点調査の実施について

※）調査については、公共工事・民間工事にかかわらず、元請下請間、受発注者間を対象に実施

建設業課 建設業適正取引推進指導室
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元請下請間 受発注者間

目的 下請業者へのしわ寄せ防止に向けた取引適正化

※技能労働者の賃金水準の上昇を図るには、適正な請負代金で
の契約締結が重要。そのため、請負代金や工期などが公平な立
場・協議のもと適正な取引として行われているかの実態を把握

昨今の資材価格高騰等の情勢を踏まえ、適正な
請負代金の設定及び工期の設定についての協力
要請

実施方法 ヒアリング
※調査対象工事に係る現場所長や支店担当者等

ヒアリング
※発注関係部署の担当者

調査内容 標準見積書の活用状況や
見積りに基づく協議状況等についてヒアリング

・工期の設定方法等
・下請負人に対する標準見積書の働きかけの状況
・法定福利費の明示状況
・法定福利費の算出方法
・契約締結に至る過程での下請負人との協議状況

スライド条項の適切な設定・運用や
必要な契約変更の実施等についてヒアリング

・請負業者の選定方法
・工期の設定方法（変更に関する申出があった場合の
対応方法を含む）

・価格転嫁について（スライド条項の有無、請負金額
の変更申出があった場合の対応等）

調査対象 ２２９か所 （令和５年３月現在） ４９か所 （令和５年３月現在）

実施時期 Ｒ３．１０～ Ｒ４．８～

備考 改善・留意すべき事項について、文書で通知 改善・留意すべき事項について、文書で通知



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．建設工事における適正な工期の確保に向けて
～適正な工期設定を行うためのポイント～
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※一部抜粋
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

御清聴ありがとうございました。
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